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第26年度（令和４年度）
決 算 内 容 の ご 報 告

主要事業の実績 （令和４年４月１日から令和５年３月31日まで）

科　　　　目 令和４年度実績

経 済 事 業

購 買 品 取 扱 高 14,363

（うち生産資材・生活物資取扱高） （1,021）

（ う ち 斡 旋 購 買 取 扱 高 ） （13,341）

販 売 品 取 扱 高 1,140

（ う ち セ レ サ モ ス ） （1,064）

信 用 事 業

貯 金 1,490,525

貸 出 金 580,208

投 資 信 託 14,104

有 価 証 券 95,829

預 金 879,402

共 済 事 業

推 進 ポ イ ン ト 19,875,872pt

長 期 保 有 高 1,713,320

年 金 保 有 高 31,791

（注）　１．施設事業完成高を斡旋購買取扱高として計上しています。
　　　２．�貸出金には、金融機関貸付を含みます。
　　　３．投資信託実績は投資信託期末残高（簿価）を計上しています。
　　　４．�共済新契約高は推進ポイントへ変更しています。推進ポイントは、すべての共済種類を統一評

価するため、共済金額に所定の換算率を乗じて算出した指標です。
　　　５．年金共済保有高は年金年額（利率変動型年金については、最低保証年金額）です。

（単位：百万円）

令和４年度
事 業 報 告



資 産 の 部 負債および純資産の部
科 目 金 額 科 目 金 額

信用資産

現 金 3,034
信用負債

貯 金 1,490,525
預 金 879,402 借 入 金 44,300
有 価 証 券 95,829 信 用 雑 負 債 9,687
貸 出 金 580,208 小 計 1,544,514
信 用 雑 資 産 956

共済・
経済負債他

共 済 負 債 991
貸 倒 引 当 金 ▲ 275 経 済 負 債 135

小 計 1,559,155 雑 負 債 1,534

共済・
経済資産他

共 済 資 産 22 諸 引 当 金 4,249
経 済 資 産 180 小 計 6,911
雑 資 産 2,177 負 債 の 部 合 計 1,551,425

（ 貸 倒 引 当 金 ） （▲ 0）

純 資 産

出 資 金 2,484
小 計 2,380 資 本 準 備 金 114

固定資産他

固 定 資 産 15,974 利 益 剰 余 金 91,903
（減価償却累計額） （▲ 11,460） （うち当期剰余金） （2,023）
外 部 出 資 63,777 処 分 未 済 持 分 ▲ 7
繰 延 税 金 資 産 2,288 その他有価証券評価差額金 ▲ 2,342 

小 計 82,040 純 資 産 の 部 合 計 92,152
資 産 の 部 合 計 1,643,577 負債及び純資産の部合計 1,643,577

令和４年度
事 業 報 告 貸借対照表 （令和５年３月31日現在）

（単位：百万円）

令和４年度
事 業 報 告 損益計算書 （令和４年４月１日から令和５年３月31日まで）

（単位：百万円）

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額
事 業 総 利 益 13,065 事 業 管 理 費 11,007

信 用 事 業 収 益 12,372 事 業 利 益 2,057
信 用 事 業 費 用 1,664 事 業 外 収 益 597

信 用 事 業 総 利 益 10,708 事 業 外 費 用 52
共 済 事 業 収 益 2,281 経 常 利 益 2,602
共 済 事 業 費 用 42 特 別 利 益 204

共 済 事 業 総 利 益 2,239 特 別 損 失 6
購 買 事 業 収 益 844 税 引 前 当 期 利 益 2,801
購 買 事 業 費 用 688 法人税、住民税および事業税 740

購 買 事 業 総 利 益 155 法 人 税 等 調 整 額 37
販 売 事 業 収 益 520 当 期 剰 余 金 2,023
販 売 事 業 費 用 345 当 期 首 繰 越 剰 余 金 1,155

販 売 事 業 総 利 益 175 組織活性化対策積立金取崩額 27
そ の 他 事 業 収 益 10 農業総合支援対策積立金取崩額 42
そ の 他 事 業 費 用 2 当 期 未 処 分 剰 余 金 3,249

そ の 他 事 業 総 利 益 8
指 導 事 業 収 入 33
指 導 事 業 支 出 254

指 導 事 業 収 支 差 額 ▲ 221
（注）��全ての表に記載した計数は、単位未満を切り捨て表示しておりま

すので、合計と一致しない場合があります。



令和４年度
事 業 報 告

令和４年度
事 業 報 告

令和５年度
事 業 計 画

自己資本比率

剰余金処分

主要事業の計画

前期末 当期末
単 体 自 己 資 本 比 率 11.99% 12.55%

自 己 資 本 額 923億円 942億円

科　　　目 金　　　額
1. 当期未処分剰余金 3,249,126,455

2. 剰余金処分額 2,027,476,411

　　（1）任意積立金 1,900,000,000

　　　　 ①事業基盤強化積立金 1,800,000,000

　　　　 ②農業総合支援対策積立金 100,000,000

　　（2）出資配当金 127,476,411

3. 次期繰越剰余金（1-2） 1,221,650,044

（注）�出資配当率は年５％です。
※決算内容の詳細につきましては、当組合ホームページに掲載される
　令和５年度版ディスクロージャー誌をご参照ください。（令和５年７月28日掲載予定）

科　　　　目 令和５年度計画

経 済 事 業

購 買 品 取 扱 高 10,890

（うち生産資材・生活物資取扱高） （890）

（ う ち 斡 旋 購 買 取 扱 高 ） （10,000）

販 売 品 取 扱 高 1,110

（ う ち セ レ サ モ ス ） （1,050）

信 用 事 業

貯 金 1,499,400 

貸 出 金 584,300 

投 資 信 託 16,500 

有 価 証 券 106,000 

預 金 866,800

共 済 事 業

推 進 ポ イ ン ト 16,000,000pt

長 期 保 有 高 1,698,400 

年 金 保 有 高 30,800

（注）　１．施設事業完成高を斡旋購買取扱高として計上しています。
　　　２．貸出金には、金融機関貸付を含みます。
　　　３．投資信託実績は投資信託期末残高（簿価）を計上しています。
　　　４．�共済新契約高は推進ポイントへ変更しています。推進ポイントは、すべての共済種類を統一評価

するため、共済金額に所定の換算率を乗じて算出した指標です。
　　　５．年金共済保有高は年金年額（利率変動型年金については、最低保証年金額）です。

以上のとおり各事業に取り組みます。

（令和５年４月１日から令和６年３月31日まで）

（単位：百万円）

（単位：円）


